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凡例

◇　本文中の行政組織については，次ページの図を参照されたい。

◇　本文中の企業名および企業グループ名は，正確に判別可能であり，かつ

日本で通常用いられている名称，あるいは日本語として読みやすい名称を

用いている。また，とくに説明がないかぎり，最新の名称を使っている。

　　主な企業と企業グループについては，各章の初出時あるいは詳しく議論

されている箇所に英語名を付してある。また，本文中に用いている名称と

中国語名が著しく異なる場合は，中国語名も示してある。ただし，「股份

有限公司」等は原則として省略した。下の例を参照されたい。

　例：中国鋼鉄（China Steel Corp.）
　　　TSMC（台湾積体電路製造。Taiwan Semiconductor Manufacturing Co., Ltd.）
　　　台湾プラスチック・グループ（台塑集団。Formosa Plastics Group）

◇　本文中でインタビューを参照している場合，略号で示した。章末に，下

の例のように，略号の説明を提示した。

　　例：IAP071203：アフターマーケット用自動車部品メーカーAP社副総経理，
2007年12月 3日。

◇　章末の参考文献は日本語，中国語，英語，その他言語の順に並んでいる。

　　日本語および英語文献の場合，本文中で言及する場合，姓と発行年を示

している。中国語文献の場合，姓名と発行年を示している。

　　同じ著者が同じ年に日本語と中国語の文献を発表している場合，日本語

文献の発行年に jを，中国語文献の発行年に cを付してある。下の例を参

照されたい。

　例：（日本語文献）劉［1996ja］
　　　（中国語文献）劉仁傑［1996c］
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内政部

外交部

国防部

財政部 租税および金融政策の一部。
教育部

法務部
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産業政策。
産業技術政策。
中小企業政策。
国営事業の管理。
直接投資関連政策。

交通部 交通政策および郵政。

海運および空運政策。
中央銀行

主計，統計の作成。
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WTO加盟　187, 255

【あ行】

アジア太平洋オペレーションセンター構
想　154, 163, 164, 187

アメリカ　8, 47, 117, 127, 141, 143-145, 
156, 158, 162, 185, 211, 232, 270, 293, 
295, 302, 303

　―援助　289, 290, 293, 295
　―現法［現地法人の略］　102, 104
暗黙知　86, 87, 120, 126
　―的な技術　101, 108
　―的なノウハウ　81, 89, 91, 92
インテグレーター　138, 154, 161-166
ウィンテル　47
ウォン・モデル　253, 257, 259, 262, 263
液晶テレビ　70, 79
液晶パネル（産業）　7, 37, 44, 210, 214, 
220, 221, 223, 225, 227, 231

オープンスカイ　158, 169

【か行】

開発主義国家　11
科学技術プロジェクト　58
家族経営の後退　44, 60
家族所有型（の）企業グループ　241, 
242, 244, 247, 249, 252, 253, 275［フ
ァミリービジネス（グループ）も参
照］

家族の論理　241, 244, 257, 275
家族ファクター　241, 248, 253, 264, 265, 



索　　引　323

268
ガバナンス［公営事業の］　194, 203
株式ボーナス制　46
カラーフィルター　81, 82, 85, 86, 95, 221, 

224, 225
仮陸揚げ　139
　―貨物　139, 140, 144, 145, 150, 151, 
157, 164, 165, 167

韓国　21, 28, 30, 32, 67, 71, 94, 127, 129, 
137, 154, 158, 159, 275, 284

　――企業　70, 74, 127
韓国仁川国際空港　137
企業グループ／ビジネスグループ　12, 
13, 18, 20, 28, 33, 42-44［第７章を除
く］

　―化　166
　―（の）多角化（行動）　33, 242, 243
規制緩和　43, 44, 243, 253, 263, 274
規模の経済　7, 29, 30, 46, 218, 227, 310, 
311

キャッチアップ（する）　19, 21, 22, 67, 
68, 71-73, 76, 77, 89, 91, 93, 99, 100, 
108, 125

　―（の）過程　10, 13, 19, 22, 75, 76, 
87

　―のスピード　68, 71-73, 77
　―の天井　19, 21, 101, 124, 126, 127
　―論　73, 75, 76
銀行の新規設立の認可　254
金属工業研究開発センター　59
金融機構合併法　255, 259
金融持株会社　252, 255, 257, 259, 261, 
263, 264, 267, 268, 270, 271, 276

　―制／制度　257, 259, 264, 267, 270, 
276

　―法　255
クーリエ貨物　148-151, 154, 163, 164
グローバル生産ネットワーク　12
グローバルロジスティクス発展計画　
155

経済安定委員会［行政院の］　299, 315
経済革新委員会［行政院の］　204
経済建設委員会［行政院の］　201
経済建設計画

　第 1期―　292, 293
　第 2期―　294
経済振興プラン　185
経済のサービス化→「サービス経済化」
を見よ

経済（の）自由化　12, 171, 187, 195, 196
経済発展諮問会議／経発会　173, 193, 
194, 204

経済部　55, 172, 174, 177, 182, 183, 185, 
188, 194, 198, 220, 289

携帯電話端末　19, 48, 69［第 3章を除く］
権威主義（的政治）体制　129, 172
研究開発
　―の国際化　119, 120
　技術応用型―　128
　技術拡張型―　106
研究開発連盟　54, 57, 58, 62
公営企業　20, 30, 44, 194, 281, 283, 290
公営事業移転民営条例　182, 290
公営事業民営化推進指導委員会　197, 
205

公営事業民営化推進チーム　171, 172, 
182, 205

工業技術研究院　57, 59, 75, 80, 116, 129, 
275

航空貨物フォワーダー　147, 152, 163
航空貨物フレートステーション　147, 
152, 163

交通部民用航空局　146, 150, 168
後発性利益　75, 78
国営事業の民営化前における他企業への
投資および民営化後における政府株の
株主権管理ガイドライン　194

国際加工基地　11
国際価値連鎖　12
国民党　22, 306
　―政権　4, 11, 20
　―政府　171, 174, 201, 204, 254, 282
国家の役割→「政府の役割」を見よ
国家発展会議／国発会　187, 204
　―コンセンサス　187, 193
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【さ行】

サービス経済化／経済のサービス化　5, 
135

財政部　174, 177, 182, 197, 204, 206
　―証券及び先物局　196
サプライ・チェーン・マネジメント／

SCM　145, 151, 167
事業の論理　241, 244, 257, 274, 275
資源委員会　174, 204, 287, 293
自社ブランド（化／構築／戦略）　112
［明基電通の関連項目も参照］
市場構造の二重化　28
市場
　――の失敗　243
　――の未発達　243
　――メカニズム　10, 11
ジャスト・イン・タイム／JIT　145, 151, 

167
上海浦東国際空港　137, 167
集積共生　229
十大建設　177
自由貿易港区　150, 167
受託生産の天井　100
省営事業　174, 187
少数株主の権益　245
省政府　174
　―の機能凍結　173, 187, 204
情報機器産業　18, 209, 212, 213, 227, 231, 

232
シンガポール　137, 158, 304
シンガポールチャンギ国際空港　137, 
153

新竹　223, 287, 294
スービック湾　162, 163
製造優位　226, 227, 230, 231
政府株株主権管理ガイドライン　201
政府株管理チーム　197
政府主導型経済開発　172
政府／国家の役割　11-13, 18, 74

【た行】

対外（直接）投資　7, 44-46, 61,100, 107, 
128, 140-143　 

　拡張型―　107, 128
　資源探索型―　107, 119, 128
　資源適用型―　128
　防御型―　107, 128
台南科技工業区　220, 221
第 2航空貨物ターミナル　148, 151, 155
台湾経済永続発展会議／経続会　201, 
204

台湾桃園国際空港　136-141, 144-146, 148- 
157, 161-165, 167, 168

中華民国工商協進会　289, 293, 315
中国　4, 7, 8, 45, 56, 99, 103, 106, 111-113, 

115, 136, 140-145, 154, 165, 171, 210, 
212, 215, 220, 228, 229, 231, 233, 

　――拠点　212, 214, 232
　――現法［現地法人の略］　103-106
　――市場　115, 167
中心衛星工場制度　55
中部科学工業園区　96
追随戦略　77-81, 87-94
積替センター　138, 154, 157, 162-165
デジタルカメラ　48, 109
電気事業自由化プラン　198
電気事業法／電業法　197-199
投資会社　245, 257, 262, 263, 270
東南アジア（諸国）　8, 99, 112, 136, 140- 
145, 156, 185, 304, 306, 309

　―市場　281-283, 304, 306

【な行】

成田国際空港　137, 139, 140
南部科学技術産業クラスター　214, 220
南部科学工業園区　220
二重構造　29, 60
　国家資本と民間資本の―　172
　輸出部門と内需部門の―　27, 30
二番手戦略　127
日本　28, 54, 55, 67, 71, 80, 93, 94, 127, 156, 
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212, 215, 216, 218, 220, 222-224, 227, 
228, 270, 303

　―企業　19, 69-71, 74, 75, 90, 97, 127, 
210-213, 220, 221, 230-232

　――製／製品　281, 284, 302, 306
熱効率　287, 288, 290, 291, 293, 300, 308- 
310

【は行】

パートナーシップ　244-247
ハイテク産業　37, 45, 46, 213, 214, 227, 
233

パソコン　37, 46-48, 70, 109, 111
　―産業　38, 47, 126
　ノートブック・―　7, 70, 91, 111, 112, 
116

範囲の経済　243, 244
半導体（産業）　7, 18, 37, 44, 68, 72-76, 
82, 83, 91, 94, 95, 209, 212, 213, 222, 
227, 231

ビジネスグループ→「企業グループ」を
見よ
ファミリービジネス（グループ）　196, 
241, 243, 244, 248, 274, 275［家族所
有型（の）企業グループも参照］

　―の多角化（行動）　243, 244
ブラックボックス化　91, 92, 96
不良債権問題　255, 276
ベトナム特需　282, 303, 313
微笑み曲線／スマイルカーブ　112, 113

香港　8, 28, 137, 138, 144, 154, 156, 158, 
162, 169, 302-304,

　――企業　310
香港国際空港　137, 138
本社中心的発想　209, 230

【ま行】

民営化　18, 20, 43, 44, 129, 145, 147, 148, 
154, 282, 283, 290, 301［第５章を除
く］

　公営銀行の―　44, 254
民主化　4, 12, 22, 44
民生主義　179
モジュール共生　229

【や行】

輸出指向（型）／志向（型）　49, 211
　―工業化　281
輸出主導（型）　11, 29
　―（の）工業化　4, 11, 27
　―（の）（経済／高度）成長　10, 11, 
27, 28

輸入代替工業化　281

【ら行】

レントシーキング　20, 195
労働組合　187, 192, 195, 196, 199
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「研究双書」シリーズ
（提示した価格は税込み価格です）

561
マラウイの小農 農業に依存する東南部アフリカの小国，マラ

ウイ。「貧困」とされるこの国の農村の実態
を，フィールドワークで得られた知見をもと
に，詳細に明らかにする。

経済自由化とアフリカ農村
高根務編 2007年　230p.　3045円

562
ラテンアメリカ一次産品輸出経済論 中国の急成長，高付加価値産品の市場拡大に

より活性化するラテンアメリカの一次産品産
業。一次産品輸出は経済発展のエンジンとな
りうるか？生産現場の実態から検証する。星野妙子編 2007年　287p.　3780円

563
中国経済の勃興とアジアの産業再編 中国経済の目覚しい発展は，アジア諸国にお

おける産業再編をもたらした。中国経済の勃
興とアジア諸国の産業再編の様子を，産業連
関の視点から定量的に明らかにする。岡本信広・桑森啓・猪俣哲史編 2007年　280p.　3675円

564
統治者と国家 アフリカにおける近代再考を視野に入れ，国

家との間に紡がれるダイナミズムの中で現代
アフリカの統治者像を捉え直す野心的論集。
全265代の統治者一覧も収録。

アフリカの個人支配再考
佐藤章編 2007年　423p.　5460円

565
新興工業国における雇用と社会保障 いま社会では「働き方」が問われている。本

書ではアジア，アフリカ，ラテンアメリカ新
興工業国での非典型雇用のあり方と，その従
事者に対する社会保障の問題を論じている。宇佐見耕一編 2007年　299p.　3885円

566
アジアにおける分権化と環境政策 環境政策における中央・地方関係，地方政府

による環境政策の実態，地方レベルでの環境
政治の構図など，アジアにおける分権化と環
境政策の相互作用を政治経済学的に分析。寺尾忠能・大塚健司編 2008年　206p.　2730円

567
障害と開発 アジアとアフリカにおける障害当事者の社会

と法制度などを国連等世界の動きも交えて分
析・解説。開発学と障害学の双方の視点を踏
まえた「障害」への新たな視点を提供。

途上国の障害当事者と社会
森壮也編 2008年　332p.　4410円

568
タイ政治・行政の変革1991-2006年 タイは，1991年から2006年 9月クーデタまで

の15年間に大きく変わった。本書は民主化や
経済の中進国化を軸に様変わりするタイの政
治・行政を読み解く試みである。玉田芳史・船津鶴代編 2008年　368p.　4830円

569
開発と農村 グローバリゼーションに巻き込まれる発展途

上国の農村社会が直面する課題を，日本の農
村社会開発の経験と照らし合わせつつ「生活」
の視点から再整理する。

農村開発論再考
水野正己・佐藤寛編 2008年　288p.　3570円

570
アジアにおけるリサイクル リサイクルに関する取組みが進んでいるアジ

ア地域において，リサイクル産業のフォーマ
ル化，再生資源貿易の拡大への対応が共通の
課題となっていることを明らかにする。小島道一編 2008年　382p.　4935円

571
アジア諸国の鉄鋼業 昨今変化の著しい鉄鋼業。アジア各国それぞ

れの現状と課題を発展過程をたどることによ
って読み解き，鉄鋼業の検討からアジアの産
業発展を再考する。

発展と変容
佐藤創編 2008年　351p.　4620円

572
韓国主要産業の競争力 通貨危機を克服した韓国はサムスン，LGな

ど世界的ブランドを輩出するに至っている。
中国に追撃され日本と激しく競合しつつも成
長を続ける韓国産業の実力を診断する。奥田聡・安倍誠編 2008年　255p.　3360円

573
戦争と平和の間 アフリカの紛争解決はどう進められてきたの

か。平和に向けた国際社会の関与はいかなる
成果と課題を残したのか。アフリカの紛争と
平和構築を考えるための必読書。

紛争勃発後のアフリカと国際社会
武内進一編 2008年　400p.　5355円




